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　厚生労働省は 10月 30日，聴覚障害の認定方法に
関する検討会（座長＝江藤文夫・国立障害者リハビ
リテーションセンター顧問）を開き，身体障害者手
帳を取得したことのない人がいきなり全ろう（2級）
の認定を受ける場合は，従来の聴力検査に加え，脳
波の変化をみる他覚的聴力検査を義務付ける方針を
決めた．都道府県等に通知し，来年度からの実施を
目指す．
　今回の方針は，「耳の聞こえない作曲家」として活
動していた佐村河内守さんが実は全ろうではなかっ
たことが 2月に発覚し，手帳を返還した問題を受け
たもの．
　検討会は，詐聴が疑われる場合の対応策を考える
一方，一律に検査を厳しくするのは聴覚障害者の負
担が大きいと判断．過去に聴覚障害3～6級の手帳取
得歴がない人が突然，最も重い 2級と診断される場
合を想定した．ABRなど他覚的聴力検査に使う機器

が，聴覚障害の指定医がいる医療機関全体に普及し
ていない現状も考慮した．
　現行では，ヘッドホンから音が聞こえたら自分で
ボタンを押し応答する方法で検査している．聞こえ
ないふりはできるが，問診では医師が患者の反応や
心理状態をみながらやりとりし，実は聞こえている
といったことは気付くものだという．
　一方，他覚的聴力検査は，ヘッドホンから音が聞
こえると脳が反応して生じる脳波の変化をみる．現
行でも必要に応じ実施されている．
　通常，聴力はだんだん低下することが多く，突然
2級を申請するケースは非常にまれだとして，手帳
の取得歴のない人に対して 2級と診断する場合は，
指定医は必ず他覚的聴力検査をすることとした．あ
わせて指定医の専門性向上も求める．
 （福祉新聞・第 2692号　2014年 11月 10日）

Newsニュース 全ろう認定に脳波検査
不正防止へ対応策（厚生労働省）
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